


















　 し か し な が ら、1990 年 代 に 入 り、 地 方 分 権 改 革 の 流 れ の 中 で、
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1985 年時点で指定都市に移行していた 10 市 9 であることから、この 10 市に
限定して分析を行うこととする。
　また、分析の対象期間は、国が行政改革大綱策定の指導を開始する 1985























誌記事・論文に登場するのは 2005 年になってからとされ（中野 2013：29）、
2000 年代以前には公務員批判は少なかったと考えられる。 
11 川崎市立保育園に指定管理者制度を導入したことについて、保護者からその


























指定都市の職員数削減の取組 ― その決定要因をめぐって ―（鈴木　洋昌）
12 実際、総務省の平成 27 年度における地方公務員の懲戒処分等の状況（平成 27
年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日）によれば、職制等の改廃等により過員等を
生じた場合を含め、分限免職処分を受けた数は 181 人にすぎず（2017 年 5 月
2 日閲覧 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei11_02000074.
html）、平成 27 年度の地方公務員数は、総務省の定員管理調査によれば 273
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門を中心に、職員数削減に直接結び付く業務の民間委託が行われてきた。近
年では、1999 年 9 月の民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律（PFI 法）の施行、2003 年 9 月の改正地方自治法による指定
管理者制度の導入、2004 年 4 月の地方独立行政法人法の施行等により、自
治体の事務を民間等にゆだねる手法が多様化してきている。また、委託・委
任による事務執行は、自治体職員による直接執行と比較して、コスト削減が



























































































































政対策債を含まない数値では平均値も 100 を超えており、2009 年度以降は、
最小値も 100 を超え、硬直化が顕著なことを指摘できよう。
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3. 2. 3. 1　市長の前職
　図 5 に、1985 年以降の指定都市の市長の前職を示した 16。前職は、職
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自民・中道 公明単独 相乗り 民主系 革新・中道 革新 無党派 その他
4　計量分析
4.1　計量分析に用いる変数




通知は 1985 年度からの 3 年間、94 年通知・97 年通知は 1995 年度からの 6





















なるが、職員数が 4 月 1 日という点を対象としているのに対して市税収入は 1

























平均 -0.9％ 13.5％ 0.8234 91.6 0.0175 0.5168 2.12 58.6％ 174.9 
中央値 -0.6％ 13.5％ 0.8000 92.1 0.0140 0.5938 2.00 56.6％ 121.5 
最小値 -17.0％ 6.1％ 0.5700 66.0 -0.1124 0.0000 1.00 34.9％ 23.0 
最大値 2.2％ 22.5％ 1.1000 115.6 0.1346 1.0000 5.00 95.7％ 903.0 
標準























































行った結果が表 3 である 26。
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26 後期では F 検定により、時間や個体が影響を及ぼさず、等分散の仮定を満たし、





　 通期 n=10,T=30,N=300 前期 n=10,T=15,N=150 後期 n=10,T=15,N=150
職員数増加率
決定係数 0.32435 決定係数 0.51325 決定係数 0.2114
係数 P 値 係数 P 値 係数 P 値
❶
① 国指導ダミー -0.00374 0.0523 ＋ -0.00194 0.2016 　 -0.00971 0.0193 *
② 国庫支出金割合 -0.00726 0.8657 　 -0.01478 0.6062 　 -0.12809 0.2074 　
❷
① 財政力指数 0.03512 0.0122 * 0.01473 0.0994 ＋ 0.07888 0.2059 　
② 経常収支比率 -0.00073 0.0000 ** -0.00023 0.0592 ＋ 0.00059 0.2078 　
③ 市税増加率 0.00589 0.8136 　 0.00440 0.7452 　 0.01734 0.7642 　
❸
①
職員ダミー -0.00794 0.0133 * -0.00159 0.4276 　 -0.01377 0.1209 　
自治官僚ダミー -0.00982 0.0433 * -0.00287 0.4586 　 -0.01343 0.2494 　
中央官僚ダミー -0.00511 0.1572 　 -0.00044 0.8366 　 -0.01991 0.1139 　
議員ダミー -0.00318 0.3416 　 -0.00314 0.3243 　 -0.00271 0.6757 　
②
自民系ダミー -0.00387 0.2226 　 0.00308 0.0645 ＋ -0.02141 0.0263 *
組合系ダミー -0.00193 0.5685 　 0.00271 0.2009 　 -0.01570 0.0604 ＋
無党派ダミー 0.00215 0.6096 　 -0.00653 0.2152 　 -0.01283 0.1082 　
③ 与党比率 -0.00793 0.1566 　 -0.01260 0.0040 ** -0.01169 0.2336 　
④ 当選回数 0.00125 0.1340 　 0.00059 0.1595 　 0.00621 0.0119 *
⑤ 得票率 0.01250 0.1232 　 0.00587 0.2150 　 -0.04463 0.0893 ＋
❹ 記事 0.00000 0.4018 　 -0.00001 0.0056 ** 0.00005 0.3352
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